
 

 プレスリリース  

1 

 

 

2024 年 11 月 28 日 

株式会社読売新聞グループ本社 

 

新 NISA 時代、読売新聞は 

新しい株価指数「読売３３３」を創設します 

～日本経済の成⾧をバランス良く見つめる＜等ウェート＞という選択肢～ 

 

 株式会社読売新聞グループ本社（本社：東京都千代田区、代表取締役社長：山口寿一、以

下「読売新聞社」）は、2025 年 3 月、日本の株式市場を代表する 333 銘柄で構成する新たな

株価指数「読売株価指数」（読売３３３＝よみうりさんさんさん）の算出・公表を開始しま

す。新 NISA（少額投資非課税制度）の始動で国民の皆さんの資産形成への注目が高まる今、

新たな視点で日本経済の成長を見つめる代表的な指標となることを目指します。 

 

 「読売３３３」は、指数を構成する銘柄をすべて同じ比率で組み入れる「等ウェート型」

という算出方法を採用します。算出の実務は、国内市場指数算出に長い実績を持つ野村フィ

デューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社（本社：東京都中央区、代表取締役

社長：荻島誠治、※会社概要は後述）に委託します。 

 

 株価指数は、景気の動向を探ったり、投資先を決めたりする際の基準となる指標です。 

複数の銘柄の株価を一定の算出方法で数値化し、その集団を一つのかたまりと捉えて、全体

として株価が上がったか、下がったかをみるものです。国内では現在、代表的な指数の算出

方法として「時価総額加重型」や「株価平均型」が使われています。これらは、時価総額が

大きい「大型株」や 1株あたりの株価が高い「値がさ株」の影響が大きい特徴があります。 

 

 一方、「等ウェート型」は構成銘柄の値動きを均等に捉えるため、大企業や特定企業の動

向に左右されにくく、幅広い企業に目配りできる特徴があります。大手資産運用会社の中に

は、「読売３３３」に連動する投資信託などの金融商品の組成を準備する動きもみられます。 

 

読売新聞社は日本の報道機関として、等ウェート型による新たな株価指数「読売３３３」

を創設することにより、日本の株式市場の実力を多角的に捉えるための判断材料を増やし、

国内投資の選択肢を広げたいと考えています。 
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【「読売３３３」の概要】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆読売株価指数（読売３３３）の特徴  

▷「大型株」の値動きに偏らない 

…構成銘柄をすべて同じ比率（0.3％ずつ）で組み入れる等ウェート型を採用します。

333 銘柄それぞれの株価の増減率を足して、333 で割って計算するため、時価総額

が大きい銘柄や、1株あたりの株価が高い銘柄の動向に左右されにくくなり、構成

銘柄の平均的な値動きが表れます。 

 

▷日本株のみで構成 

…指数を構成する 333 銘柄はすべて国内株です。日本を代表する銘柄を選ぶことで、

国内投資の新たな指標となることを目指します。 

 

▷「長期・積み立て・分散」に適応 

…構成銘柄の値動きを等しく取り入れるため、特定銘柄の影響が抑えられ、分散効果

が高まります。たとえば時価総額が小さくても、成長性の高い銘柄の値動きを捉え

やすいという特徴があります。過去の値動きをベースにした試算によれば、等ウェ

ート型の指数は、長期的に安定したパフォーマンスも期待されます。 

株価指数の名称
読売株価指数

（読売３３３＝よみうりさんさんさん）

算出・公表主体 読売新聞社

算出担当企業 野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング

算出開始時期 2025年3月

算出方法 等ウェート

指数の単位 円

日本を代表する333銘柄

（時価総額や市場流動性により選定）

構成比率 それぞれ0.3％

指数の更新頻度 1日1回

銘柄入れ替え 年1回

ウェート調整
（均等配分に調整）

3か月に1回

構成銘柄数
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【等ウェート型指数の特徴】 

大型株（Ａ社）が５％値下がりし、その他の銘柄（Ｂ、Ｃ、Ｄ社）が各５％値上がりし

た場合。等ウェート型はプラスになる＝大型株の動向だけに左右されない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング株式会社 

野村ホールディングス株式会社の 100%子会社。1986 年に公表を開始した日本初の国

内債券指数である「NOMURA-BPI」や、1995 年に公表を開始した日本初の株式スタイル指

数（特定の運用スタイルを想定した指数）「Russell/Nomura 日本株インデックス」をは

じめ、日本の株式および債券市場を中心に各種投資のベンチマークとなるインデックス

（指数）を開発・算出・提供しています。このほか、ファンドの分析・評価や資産運用

コンサルティングなど、幅広いお客さまに中立的な資産運用サービスを提供しています。 

 

                            

【本件に関するお問い合わせ先】 

＜指数創設に関すること＞ 

読売新聞グループ本社広報部 

 電話 03-3242-1111（代表） 

＜算出に関すること＞ 

 野村フィデューシャリー・リサーチ＆コンサルティング 

         電話 03-6703-3986（インデックス事業部） 


